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は じ め　に

奈良県教育委員会では、「人権教育のための国連１０年」奈良県行動計画の具体化
を図るため、昨年度、学校教育における「人権教育推進プラン」を策定し、人権教
育推進の方向とその内容について示しました。
ご存知のように「人権教育のための国連１０年」は、すべての人の尊厳と共生社

会の実現を目的として、１９９４年に国連で決議されたものであり、世界の国々が
人権の確立と擁護に向け取り組むことを提起したものです。このことを受け、国で
は平成９(1997)年国内行動計画を策定し、その推進の方向を明らかにしました。
本県においても、平成１０(1998)年３月に「人権教育のための国連１０年」奈良県

行動計画を策定し、その中で「県民が主体となる人権教育の推進」「人を大切にする
施策の推進」「同和教育等の成果を踏まえた人権教育の推進」を基本的姿勢としてあ
げ、人権という普遍的文化の創造をめざし、県民一人一人の人権が尊重される自由
で平等な社会の実現に向け取り組むこととしました。
本県では、昭和２８(1953)年より同和教育を教育行政の主要な柱として位置づけ、

昭和４１(1966)年には「同和教育の推進についての基本方針」を公示して、同和教育
を積極的に推進してきました。その結果、多くの人々の努力もあり、同和地区児童
生徒の部落差別に起因する長欠不就学の解消、高校・大学進学率の向上、多様な職
種への就労など、相当の成果をあげ、さらに、すべての児童生徒の教育の機会均等
と進路の保障、さまざまな人権問題の解決と県民の人権意識の向上にも大きな成果
をみてきています。正に、人権教育の具体的な実践でした。
しかし、私たちのまわりには、依然として存在する差別意識の解消、国際化、少

子高齢化、高度情報化等の社会の急激な変化にともなう新たな人権問題等への対応
など、今後に向けた課題が存在しています。
こうしたことから、学校教育における人権教育の推進プランに続き、今年度は、

社会教育における人権教育の在り方とその推進の具体的内容を示すために、「人権教
育推進プラン」を作成いたしました。
各市町村では、これまで各機関団体等と一体となって人権意識の高揚をめざす取

組が行われています。今後においても、これらの成果を生かすとともに、この「人
権教育推進プラン」を参考にしていただきながら、人権尊重の理念を日常生活レベ
ルで具体化する営みを展開していただくことを期待するものです。
最後に、この「人権教育推進プラン」の作成にご協力いただいた委員並びに幹事

の皆さん、そして、具体的な資料を提供いただいた方々に改めて感謝の意を表しま
す。

平成１４（２００２）年

奈良県教育委員会
教育長　　藤　原　　昭
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